
茨城県保険医協会は5月29日、今次改定の新設点数「ベースアップ評価

料」に関して、制度見直しを求める要望書を岸田総理大臣、武見厚生労働大

臣宛、郵送で提出した。

ベースアップ評価料については、保険医協会が会員医療機関向けに行った

届出動向調査（※4/15～ 4/25実施）において、医科診療所は約70％、歯科

診療所は約85％が「届出見合わせ・届出しない」と回答。調査時点では、多

くの医療機関が届出を『躊躇』する結果となった。

届出を躊躇する理由としてあげられたのが、「届出を行うための実務が煩

雑」という点。届出には、届出様式の他、賃金改善計画書の提出が必要であ

り、計画書作成の実務には労務管理の知識が必要となることから、即座の対

応は難しいとの声が多くあげられていた。

対象職員が限定されたことに不満の声多数
本点数は医療機関職員賃上げのために設けられた点数だが、対象職種が限

定され、医療機関運営を支える医療事務職が対象にならないことに多くの医

療機関から不満の声があがっている。厚労省の説明では、初再診料の引き上

げ分にベースアップ評価料算定対象とならない職種の賃上げ相当を盛り込ん

だとしているが、いかほどの費用が盛り込まれたか明確にされていない。同じ

医療機関で働く職員でありながら、評価対象とされている職種とそうではない

職種に区別されたことは、職場内の分断につながりかねない。

本来的には基本診療料の引き上げにより、医療機関で働く全ての職員の賃

上げ実現が必要だが、今回、保険医協会では、届出書類の簡素化により多く

の医療機関で届出が可能となるようにすること等を求める要望書を提出した。

要望書の内容は右記のとおり。
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